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(57)【要約】
【課題】本発明は低抵抗に優れた電気化学素子用活性炭
およびそれを用いた電気化学素子を提供することを目的
とする。
【解決手段】本発明の電気化学素子用活性炭は、１．０
ｎｍ≦Ｗ１＜Ｗ２≦２．０ｎｍであるＷ１とＷ２に対し
て、ＭＰ法により得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ
２以下である細孔容積の総和が、同スリット幅が２．０
ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以上で
あることを特徴としている。このようにＷ１以上かつＷ
２以下である細孔容積を多く有した電気化学素子用活性
炭を用いることにより、従来の電気化学素子に用いられ
る活性炭に比べて、活性炭の細孔内のイオンの電導度が
向上し、電気化学素子用活性炭として低抵抗化を図るこ
とが可能となる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
活性炭と電解液を少なくとも備えた電気化学素子に使用される活性炭であって、
１．０ｎｍ≦Ｗ１＜Ｗ２≦２．０ｎｍであるＷ１とＷ２に対して、前記活性炭のＭＰ法に
より得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、同スリット幅
が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以上である、電気化学素子用活
性炭。
【請求項２】
前記電解液に含まれるカチオンとアニオンおよび溶媒のファンデルワールス分子直径をそ
れぞれＬｃとＬａおよびＬｓとし、前記カチオンと前記アニオンおよび前記溶媒のファン
デルワールス分子の最大幅をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）とＬｍａｘ（ａ）およびＬｍａｘ（
ｓ）とし、Ｌｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）の最大
値をＷ１とし、
（Ｌｃ＋Ｌａ）、（Ｌｃ＋Ｌｓ）、（Ｌａ＋Ｌｓ）、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ａ）
）、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））、（Ｌｍａｘ（ａ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））の最小
値をＷ２としたとき、
前記活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が前記Ｗ１以上かつ前記Ｗ２以下である細
孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以
上である、
請求項１に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項３】
前記Ｗ１が１．０ｎｍであり、前記Ｗ２が１．１ｎｍである、請求項２記載の電気化学素
子用活性炭。
【請求項４】
前記活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が前記Ｗ２以下である細孔容積の総和が０
．９ｍｌ／ｇ以上である、請求項２に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項５】
前記Ｗ２が１．１ｎｍである、請求項４に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項６】
前記電解液に、化学式（１）で示されるカチオンの少なくとも一つが含まれ、アニオンと
してテトラフルオロボレート、ヘキサフルオロフォスフェートの少なくとも一つが含まれ
た請求項２に記載の電気化学素子用活性炭。
【化１】

【請求項７】
前記カチオンとして１－エチル－２，３－ジメチルイミダゾリウムを有し、前記アニオン
としてテトラフルオロボレートを有し、前記溶媒として少なくともプロピレンカーボネー
トを有する請求項２に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項８】
前記カチオンが、カチオンの溶媒和クラスタを形成し、このカチオンの溶媒和クラスタと
前記アニオン及び前記溶媒のファンデルワールス分子の最大幅をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）
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とＬｍａｘ（ａ）およびＬｍａｘ（ｓ）とし、Ｌｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍ
ａｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）の最大値を前記Ｗ１とし、
前記Ｗ２が２．０ｎｍであり、
前記電気化学素子用活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が前記Ｗ１以上かつ前記Ｗ
２以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１
５パーセント以上である請求項１に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項９】
前記Ｗ１が１．３ｎｍである、請求項８に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項１０】
前記アニオンとしてテトラフルオロボレート、ヘキサフルオロフォスフェートのうち少な
くとも一つを含有した請求項８に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項１１】
前記カチオンとしてリチウムを含有し、前記アニオンにテトラフルオロボレート、ヘキサ
フルオロフォスフェートのうち少なくとも一つを含有し、前記溶媒としてエチレンカーボ
ネート、プロピレンカーボネート、ジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネートの
うち少なくとも一つを含有した請求項８に記載の電気化学素子用活性炭。
【請求項１２】
正極と、
負極と、
カチオンとアニオンと溶媒を含む電解液と、
前記正極、前記負極および前記電解液を収納するケースとを少なくとも備え、
前記正極と前記負極の少なくとも一方が、請求項１に記載の電気化学素子用活性炭を有す
る電気化学素子。
【請求項１３】
前記電解液に含まれるカチオンとアニオンおよび溶媒のファンデルワールス分子直径をそ
れぞれＬｃとＬａおよびＬｓとし、前記カチオンと前記アニオンおよび前記溶媒のファン
デルワールス分子の最大幅をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）とＬｍａｘ（ａ）およびＬｍａｘ（
ｓ）とし、Ｌｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）の最大
値をＷ１とし、
（Ｌｃ＋Ｌａ）、（Ｌｃ＋Ｌｓ）、（Ｌａ＋Ｌｓ）、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ａ）
）、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））、（Ｌｍａｘ（ａ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））の最小
値をＷ２としたとき、
前記電気化学素子用活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が前記Ｗ１以上かつ前記Ｗ
２以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１
５パーセント以上である、請求項１２に記載の電気化学素子。
【請求項１４】
前記Ｗ１が１．０ｎｍであり、前記Ｗ２が１．１ｎｍである、請求項１３に記載の電気化
学素子。
【請求項１５】
前記活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が前記Ｗ２以下である細孔容積の総和が０
．９ｍｌ／ｇ以上である、請求項１３に記載の電気化学素子。
【請求項１６】
前記Ｗ２が１．１ｎｍである、請求項１５に記載の電気化学素子。
【請求項１７】
前記カチオンとして、化学式（１）で示されるイオンのうち少なくとも一つを含有し、ア
ニオンとしてテトラフルオロボレート、ヘキサフルオロフォスフェートのうち少なくとも
一つを含有した請求項１３に記載の電気化学素子。
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【化１】

【請求項１８】
前記カチオンとして１－エチル－２，３－ジメチルイミダゾリウムを含有し、前記アニオ
ンとしてテトラフルオロボレートを含有し、前記溶媒として少なくともプロピレンカーボ
ネートを含有した請求項１３に記載の電気化学素子。
【請求項１９】
前記カチオンが、カチオンの溶媒和クラスタを形成し、このカチオンの溶媒和クラスタと
前記アニオン及び前記溶媒のファンデルワールス分子の最大幅をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）
とＬｍａｘ（ａ）およびＬｍａｘ（ｓ）とし、Ｌｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍ
ａｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）の最大値をＷ１とし、
Ｗ２が２．０ｎｍであり、
前記活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が前記Ｗ１以上かつ前記Ｗ２以下である細
孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以
上である請求項１２に記載の電気化学素子。
【請求項２０】
前記Ｗ１が１．３ｎｍである、請求項１９に記載の電気化学素子。
【請求項２１】
前記アニオンとしてテトラフルオロボレート、ヘキサフルオロフォスフェートのうち少な
くとも一つを有した請求項１９に記載の電気化学素子。
【請求項２２】
前記カチオンとしてリチウムを含み、前記アニオンとしてテトラフルオロボレート、ヘキ
サフルオロフォスフェートのうち少なくとも一つを含有し、前記溶媒としてエチレンカー
ボネート、プロピレンカーボネート、ジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネート
のうち少なくとも一つを含有した請求項１９に記載の電気化学素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は各種電子機器、電気機器等に使用される電気化学素子用活性炭、及びこれを用
いた電気化学素子に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電気化学素子は、電解液と正極と負極を有し、化学的エネルギーを電気的エネルギーに
変換し活用する装置の総称である。この電気化学素子の中で、正極と負極の少なくとも一
方に、活性炭などの多孔質炭素材料を用いた電気化学素子が知られている。
【０００３】
　この多孔質炭素材料を用いた電気化学素子では、電解液に含まれるカチオンまたはアニ
オンが、この多孔質炭素材料の表面に吸脱着を行い、この吸脱着にともなって電気的エネ
ルギーの蓄積（充電）や供給（放電）を行う。
【０００４】
　このような多孔質炭素材料を用いた電気化学素子として、例えば電気二重層キャパシタ
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がある。この電気二重層キャパシタには例えばテトラエチルアンモニウム塩などを非プロ
トン性有機溶媒に溶解させた電解液が用いられる。このようにカチオンおよびアニオンを
有した電解液を用いて、多孔質炭素材料の表面に電解液中のカチオンまたはアニオンが吸
脱着することにより、電気二重層キャパシタは充放電を繰り返すことができる。
【０００５】
　また、他の電気化学素子としてリチウムイオンキャパシタがある。
【０００６】
　このリチウムイオンキャパシタの正極には活性炭などの多孔質炭素材料が用いられ、負
極には例えばグラファイト等の黒鉛系材料などが用いられる。これらの正極と負極は、リ
チウム塩を非プロトン性有機溶媒に溶解させた電解液に浸漬されて用いられる。
【０００７】
　そして正極の多孔質炭素材料の表面に電解液中のリチウムイオンやアニオンが吸脱着す
る一方、負極のグラファイト等にはリチウムイオンが吸蔵、脱離する。これら各電極の作
用によりリチウムイオンキャパシタは充放電を繰り返すことができる。
【０００８】
　他にも、様々な種類の電解液と、様々な種類の正極および負極材料を組み合わせて構成
され、繰り返しの充放電が可能である二次電池やその他の電気化学素子がある。
【０００９】
　これらの電気化学素子は各種電子機器、電気・ハイブリッド・燃料電池自動車などの自
動車、その他産業機器などの電源デバイスとして利用可能である。
【００１０】
　特に上記のようなより多くのエネルギーを要する電子機器に利用していくために電気化
学素子は、単位重量あるいは単位体積あたりの蓄積可能なエネルギーの量を表す、エネル
ギー密度の増大と、単位重量あるいは単位体積あたりの出力の大きさを表す、パワー密度
の増大が求められている。
【００１１】
　電気化学素子における上記エネルギー密度を向上させる方法として、例えば単位体積当
りの静電容量を増大させる方法がある。この静電容量を増大させるために、従来からいく
つかの多孔質炭素材料が提案されている。
【００１２】
　例えば、窒素吸着法により得られる細孔径が特定の範囲に含まれる細孔容積の総量を一
定以上にすることにより、所望の静電容量を得ることが可能となる多孔質炭素材料が提案
されている。
【００１３】
　この技術に関する先行技術文献として、例えば下記の特許文献１が知られている。
【００１４】
　またその他に、細孔径が特定の範囲に含まれる細孔容積の総量を一定以上とし、かつ、
全細孔容積の重量密度を一定範囲とすることにより、静電容量の向上が可能となる活性炭
が提案されている。
【００１５】
　この技術に関する先行技術文献として、例えば下記の特許文献２が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】特開２００７－３２０８４２号公報
【特許文献２】特開２００６－２８６９２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　しかしながら、従来から提案されている多孔質炭素材料を用いて電気化学素子を構成し
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ても、そのエネルギー密度の向上とパワー密度の向上は充分とは言えず、改善の余地が残
されている。
【００１８】
　特に、－３０℃程度の低温での性能の改善が課題となっている。そのために、活性炭な
どの多孔性炭素材料における直流抵抗（以下、ＤＣＲ）を低減するためには、更なる工夫
が必要とされている。
【００１９】
　そこで本発明では、ＤＣＲが低減された電気化学素子用活性炭、及びこれを用いた電気
化学素子を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明は、活性炭と電解液を少なくとも備えた電気化学素子のＤＣＲを低減するための
、以下の条件を満足する活性炭とそれを用いた電気化学素子であって、本発明の電気化学
素子用活性炭は、１．０ｎｍ≦Ｗ１＜Ｗ２≦２．０ｎｍであるＷ１とＷ２に対して、ＭＰ
法により得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、同スリッ
ト幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以上であることを特徴とし
ている。
【発明の効果】
【００２１】
　この条件を満たす細孔分布を有する活性炭を用いた電気化学素子ではＤＣＲ、特に低温
におけるＤＣＲを低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の実施例１における電気化学素子の一部切り欠き斜視図
【図２】（ａ）は本発明の実施例１における電気化学素子に用いられる正極の断面図、（
ｂ）同電気化学素子に用いられる負極の断面図
【図３】本発明の実施例１における電気化学素子の分子動力学シミュレーションによって
求めたイオン伝導度の指標とスリット細孔幅の関係図
【図４】（ａ）本発明の実施例１における電気化学素子に用いられるグラフェンの説明図
、（ｂ）同グラフェン層状結晶の説明図
【図５】本発明の実施例１における電気化学素子の抵抗指数と活性炭の細孔容積分布の関
係図
【図６】本発明の実施例１における電気化学素子の容量指数と活性炭の細孔容積分布の関
係図
【図７】本発明の実施例２における電気化学素子の分子動力学シミュレーションによって
求めたイオン伝導度の指標とスリット細孔幅の関係図
【図８】本発明の実施例２における電気化学素子に用いられるリチウムイオンの溶媒和構
造のイメージ図
【図９】（ａ）本発明の実施例２における電気化学素子の分子動力学シミュレーションに
よって求めたＬｉ+の配位子の種類と活性炭のスリット幅Ｌ１が３．０ｎｍ（Ｌ２＝２．
６２ｎｍ）のときに対するＬｉ+を中心としたある距離内に存在するＰＦ6

-のフッ素、Ｅ
Ｃのオキソ基の酸素、ＤＭＣのオキソ基の酸素の総数の平均値との関係を示した図、（ｂ
）同Ｌ１が２．０ｎｍ（Ｌ２＝１．６２ｎｍ）のときの関係を示した図、（ｃ）同Ｌ１が
１．５ｎｍ（Ｌ２＝１．１２ｎｍ）のときの関係を示した図、（ｄ）同Ｌ１が１．０ｎｍ
（Ｌ２＝０．６２ｎｍ）のときの関係を示した図
【図１０】本発明の実施例２における電気化学素子の抵抗率と活性炭の細孔占有率の関係
図
【図１１】本発明の実施例２における電気化学素子の分子動力学シミュレーションによっ
て求めたイオン伝導度の指標及び活性炭の細孔容積とスリット細孔幅の関係図
【発明を実施するための形態】
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【実施例１】
【００２３】
　以下に、図面を用いながら本発明の実施例１と請求項１～７，１２～１８に係る発明に
ついて説明を行うが、本実施例は下記の内容に限定されない。
【００２４】
　本実施例では、本発明の電気化学素子の一例として電気二重層キャパシタの構成を用い
て説明を行う。
【００２５】
　図１は本実施例における電気二重層キャパシタの構成を示す一部切り欠き斜視図である
。図２（ａ）は本実施例における電気二重層キャパシタに用いられる正極２の断面図であ
る。図２（ｂ）は本実施例における電気二重層キャパシタに用いられる負極３の断面図で
ある。
【００２６】
　図１、図２（ａ）、（ｂ）において、素子１は金属箔から成る集電体２ａの表面に、ア
ニオンを吸脱着する正極電極層として、活性炭などの多孔質炭素材料から成る分極性電極
層により構成された電極層２ｂを形成した正極２と、金属箔から成る集電体３ａの表面に
、カチオンを吸脱着する負極電極層として、活性炭などの多孔質炭素材料から成る分極性
電極層により構成された電極層３ｂを形成した負極３とを一対の電極とし、対向した正極
２および負極３の間にセパレータ４を介在させた状態で、巻回、又は積層されたものであ
り、正極２および負極３の表面には電極引出端子としてリード部５ａ、５ｂがそれぞれ接
続された状態で、この素子１と電解液８とが外装体である有底状の外装ケース６に収容さ
れており、外装ケース６の開口端部をリード部５ａ、５ｂが表出するように封口部材７に
よって封止されている。
【００２７】
　このようにして、本実施例の電気二重層キャパシタが作製される。
【００２８】
　本実施例では、電気化学素子に用いる電解液８として、プロピレンカーボネート等の非
プロトン性極性溶媒にアミジン塩を溶解させた溶液などが使用可能である。例えば、１－
エチル－２，３－ジメチルイミダゾリウム（ＥＤＭＩ+）とテトラフルオロボレート（Ｂ
Ｆ4

-）の塩を、プロピレンカーボネート（ＰＣ）とジメチルカーボネート（ＤＭＣ）を重
量比７対３で混合した溶媒に溶解した、濃度１Ｍ（＝１ｍｏｌ／ｍｌ）の電解液を使用す
る。但し、本実施例の電解液８はこれに限定されるものではない。
【００２９】
　電解液８に使用可能な電解質のカチオンとして上記ＥＤＭＩ+の他に、次の（化１）で
示されるカチオンの一類もしくは複数種の組み合わせを適用することができる。ＥＤＭＩ
+は（化１）で示されるカチオンの１種である。このようなカチオンを含む電解液は、例
えば特開２００５－１９７６６６に示されているように、耐電圧が高く、電極表面におけ
る分解反応を起こしにくい性質を有し、電気化学素子のエネルギー密度を向上したり、経
時的な性能劣化を抑制することが可能となるため好ましい。
【００３０】
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【化１】

【００３１】
　また電解液に使用可能な電解質のアニオンとして、ＢＦ4

-以外にはヘキサフルオロフォ
スフェート（ＰＦ6

-）を用いることができる。あるいはＢＦ4
-と組み合わせて用いてもよ

い。このようなアニオンを含む電解液は、例えば特開２００５－１９７６６６に示されて
いるように、耐電圧が高く、電極表面における分解反応を起こしにくい性質を有し、電気
二重層キャパシタのエネルギー密度を向上させ、経時的な性能劣化を抑制することが可能
となるため好ましい。但し、電気二重層キャパシタに用いられる電解液８は、以上の例に
限らず、様々な化学種および組成からなる。
【００３２】
　正極２は、アルミニウム箔等の金属箔からなる集電体２ａと、集電体２ａの表面に形成
された電極層２ｂとを有する。集電体２ａの表面はエッチング処理されて粗面化されるこ
とがある。電極層２ｂは、主に活性炭で構成されている。
【００３３】
　本実施例において、負極３はアルミニウム等の金属箔から成る集電体３ａと、集電体３
ａの表面に設けられた電極層３ｂとを有する。上記集電体３ａの表面はエッチング処理さ
れて粗面化されていてもよい。電極層３ｂは、酸性表面官能基を有する活性炭を含む。電
極層３ｂには電極層２ｂと同じく電解液８が含浸されている。
【００３４】
　なお、上記電極層２ｂ、３ｂへプレス加工を施してもよい。これにより、電極層２ｂ、
３ｂの表面粗さが小さくなると共に、電極密度が高まる。
【００３５】
　次に、電極層２ｂ、３ｂに使用可能な活性炭の作製方法と比表面積、細孔分布の測定方
法を説明する。上記電極層２ｂ、３ｂに含まれる活性炭の原料となる炭素質物質としては
、難黒鉛化性炭素（ハードカーボン）や易黒鉛化性炭素（ソフトカーボン）、およびこれ
らの混合物が挙げられる。ハードカーボンとしては、例えば、木材、おがくず、木炭、ヤ
シガラ、セルロース系繊維、合成樹脂（例えば、フェノール樹脂）が挙げられる。ソフト
カーボンとしては、例えば、コークス（例えば、ピッチコークス、ニードルコークス、石
油コークス、石炭コークス）、ピッチ（例えば、メソフェーズピッチ）、ポリ塩化ビニル
、ポリイミド、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）が挙げられる。
【００３６】
　これら炭素質物質に賦活処理を行い、電極層２ｂ、３ｂとして用いる。この賦活処理と
は、炭素質物質の表面に細孔を形成して、比表面積および細孔容積を大きくする処理であ
る。この処理としては、ガスとの共存下で炭素質物質を加熱して活性炭を製造するガス賦
活、および賦活剤と炭素質物質との混合物を加熱して活性炭を製造する薬剤賦活などが知
られている。公知の処理から任意に選択された処理により、活性炭を製造できる。賦活処
理の具体的な方法が例えば特開２００８－１４７２８３号公報に開示されている。なお、
必要に応じて、賦活処理前に炭化処理が行われた炭素質物質が活性炭原料として使用され
る。
【００３７】
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　上記賦活処理を経て得られた活性炭の比表面積および細孔分布測定には、例えば、日本
ベル社で入手可能なＢＥＬＳＯＲＰ　２８ＳＡ装置を使用する。細孔径分布は、ＭＰ法（
Ｒ．ＳＨ．ＭＩＣＨＡＩＬ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．Ｃｏｌｌ．Ｉｎｔｅｒ．Ｓｃｉ．，２６
（１９６８）４５）を用いて解析する。なお、ＭＰ法では細孔がスリット形状を有すると
仮定し、そのスリット幅を持つ細孔容積の総和を、スリット幅の関数として求める。
【００３８】
　以下、本実施例の電気二重層キャパシタにおけるＤＣＲを低減するために必要である、
上記活性炭の細孔分布の最適化条件について説明する。
【００３９】
　上記活性炭の細孔径分布の最適条件は、組み合わせる電解液組成によって異なると考え
られる。そこで、電解液に含まれるイオンや溶媒の構造、大きさから、活性炭の細孔径分
布を決定する方法について述べる。
【００４０】
　一般に、分子（イオンを含む）の大きさは、それらを構成する原子のファンデルワール
ス球が占める体積と、同じ体積を持つ球体の直径（ファンデルワールス直径）で表わすこ
とができる。また、この原子のファンデルワールス球の重なりによって構成される分子は
、球形以外のさまざまな形状になりうる。このような分子の大きさの基準として、分子を
二枚の平行な平面で挟んだ時のこれらの平面間の距離の最大値、すなわち分子の最も大き
い幅（ファンデルワールス最大幅）を挙げることができる。
【００４１】
　以上のような分子の大きさの観点から、電気化学素子におけるＤＣＲを低減する方法を
考察する。
【００４２】
　ここでは二つの異なる条件について考えることにする。第一の条件は、イオンと溶媒分
子との相互作用が比較的弱く、溶媒和されたイオンの脱溶媒和が可能である場合であり、
第二の条件は、イオンと溶媒分子との相互作用が比較的強く、溶媒和されたイオンの脱溶
媒和が困難である場合である。
【００４３】
　本実施例では主に第一の条件として、イオンと溶媒分子との相互作用が比較的弱く、溶
媒和されたイオンの脱溶媒和が可能である場合を考える。本実施例における電気二重層キ
ャパシタの電解液８は、この条件に主に当てはまる。
【００４４】
　活性炭細孔内のイオン伝導によるＤＣＲは、細孔内におけるイオンの拡散速度に依存す
ると考えられる。スリット型の細孔内のイオンは、細孔径すなわちスリット幅の減少に伴
って二枚の細孔壁からの反発力を受けて押しつぶされる。その結果、細孔孔におけるイオ
ンの向き及び構造は、細孔壁と平行な面への投影面積が大きくなるように変化する。この
ような場合、上記細孔壁と平行な方向におけるイオンの拡散を考えれば、イオンの衝突断
面積が大きくなるため、拡散速度は低下し、ＤＣＲが増大する。
【００４５】
　このような観点から、イオン伝導度を低下させないためには、活性炭の細孔径は、イオ
ンの向き及び構造の強制的な変化を伴わない一定以上の大きさであればよい。この一定値
は、イオンのファンデルワールス直径またはファンデルワールス最大幅であると考えられ
る。
【００４６】
　一方、イオンは電解液中において、カチオンとアニオンのイオン会合体や、イオンの溶
媒和クラスタ（以下、溶媒和イオン）を形成することによって安定化する。しかしながら
イオン会合体や溶媒和イオンにおける中心イオンと配位子との相互作用は、イオン伝導度
を低下させる。これは、カチオンとアニオンのイオン会合体は電気的に中性となり、この
会合体を形成するイオンは、イオン伝導度に寄与しないためである。また、溶媒和イオン
については、単独のイオンに比べると実効的な分子量が大きくなるため拡散速度が低下し
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、イオン伝導度は小さくなる。
【００４７】
　これらカチオンとアニオンの安定化に対して、活性炭の細孔がイオン会合体や溶媒和イ
オンを形成できない程度に小さい場合は、細孔内のイオンを、配位子との相互作用を受け
ずに、対イオンや溶媒を引き連れることなく細孔壁に沿って拡散させることができる。こ
のため、イオンの拡散速度はイオン会合体や溶媒和イオンを形成した場合よりも大きくな
る傾向がある。
【００４８】
　このような観点から、イオン伝導度を向上させるためには、活性炭の細孔径は、イオン
がイオン会合体や溶媒和イオンを形成できない一定以下の大きさであることが求められる
。この一定値は、カチオンとアニオンの会合体（二量体）、あるいはカチオンまたはアニ
オンと溶媒の会合体（二量体）の、ファンデルワールス直径またはファンデルワールス最
大幅であると考えられる。
【００４９】
　これに対して、第二の条件は、第一の条件と異なり、溶媒和イオンの脱溶媒和が困難で
あることを要件にしている。そのため、第一の条件の場合と同様に、イオン伝導度を向上
させるための活性炭の細孔径の上限を、イオンがカチオンとアニオンの会合体や溶媒和イ
オンを形成できない一定値であるとして定めることはできない。この場合、形式的に、対
象としている細孔径分布の上限である２．０ｎｍをもって、この細孔径の上限を定めるこ
とができる。
【００５０】
　一方、活性炭の細孔が溶媒和イオンのバルク電解液における凝集構造を維持できなくな
る程度に小さい場合は、細孔内の溶媒和イオンは、周囲の溶媒分子などとの相互作用を受
けずに、細孔壁に沿って拡散し、溶媒和イオンの拡散速度は、バルクや径の大きな細孔内
よりも大きくなる傾向がある。細孔内のイオン拡散の解析の結果によると、ＭＰ法によっ
て得られるスリット幅が２．０ｎｍより大きい細孔内では、イオン伝導度の向上には不利
であることが確かめられている。このため、細孔径の上限を２．０ｎｍに定めることは合
理的である。
【００５１】
　上記のように説明した細孔内のイオン拡散については後ほど分子動力学シミュレーショ
ンによる検証結果を示す。
【００５２】
　以上において、第一の条件と第二の条件のそれぞれについて、イオン伝導度を向上させ
るための基本的な考え方を述べたが、いずれの条件の場合においても、最も基本的で重要
なことは、イオン伝導度はスリット幅に対して極大値を持ち、イオン伝導度を向上させる
ためには、この極大値を中心としたある一定範囲にスリット幅を分布させることが効果的
であるということである。
【００５３】
　この一定範囲は、Ｗｍｉｎ≦Ｗ１＜Ｗ２≦Ｗｍａｘを満たすＷ１とＷ２に対して、Ｗ１
以上かつＷ２以下と定めることができる。
【００５４】
　ＷｍｉｎはＷ１のとり得る下限である。ここで、リチウムイオン（Ｌｉ+）のイオン半
径を、第一原理分子軌道計算（ＨＦ／６－３１Ｇ（ｄ））の電子密度が０．００１（ａｕ
）以上となる領域の体積と同体積の球の半径で定義すると、０．９４３Åとなる。従って
、リチウムイオンが単独で自由に活性炭細孔内に侵入するには、ＭＰ法により得られるス
リット幅が０．２ｎｍ（≒２×０．９４３Å）以上あればよい。プロトンは単独で存在す
ることが困難であるから、イオンとしてはリチウムイオンが最小であると考えてよい。そ
のため、Ｗｍｉｎ＝０．２ｎｍとすることができる。また、細孔内のイオン拡散の解析の
結果によると、ＭＰ法によって得られるスリット幅が１．０ｎｍより小さい細孔内では、
イオン伝導度の向上には不利であることが確かめられている。このため、より望ましくは
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、Ｗｍｉｎ＝１．０ｎｍとすることができる。ＷｍａｘはＷ２のとり得る上限である。Ｗ
ｍａｘは既に述べたように２．０ｎｍとすることができる。
【００５５】
　以上の考察に基づいて、本発明の電気化学素子のＤＣＲを低減するための方法を、次に
ように与えることができる。
【００５６】
　第一の条件の場合、電解液８に含まれるカチオンとアニオンおよび溶媒のファンデルワ
ールス分子直径をそれぞれＬｃ、Ｌａ、Ｌｓとする。カチオン、アニオン、溶媒のファン
デルワールス分子の最大幅をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）
とする。そしてＬｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）の
うち最大値となるものをＷ１とする。また（Ｌｃ＋Ｌａ）、（Ｌｃ＋Ｌｓ）、（Ｌａ＋Ｌ
ｓ）、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ａ））、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））、（
Ｌｍａｘ（ａ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））の最小値をＷ２とする。このとき、ＤＣＲの低減のた
めには、活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容
積の総和が、所定量以上であればよい。
【００５７】
　上記のようにして定められたＷ１およびＷ２が、ＤＣＲ低減のためには、１．０ｎｍ≦
Ｗ１＜Ｗ２≦２．０ｎｍを満たし、Ｗ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、所定
量以上であればよい。
【００５８】
　そして活性炭は、主に直径が２．０ｎｍ以下のミクロ孔と呼ばれる細孔が三次元的に非
常に発達しているため、大きな表面積を持つ。活性炭の細孔のスリット幅の分布は、その
多くが２．０ｎｍ以下に存在する。スリット幅が２．０ｎｍを超える細孔はほとんどＤＣ
Ｒに寄与しない。そのため、ＤＣＲを低減するためには、スリット幅が２．０ｎｍ以下で
ある細孔のうち、イオン拡散を阻害しない細孔が多いほどよい。具体的には前記のように
スリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、１５パーセント以上であれ
ばよい。この比率に上限はなく、後述のように１００％であってもよい。
【００５９】
　以下に、本実施例の電気二重層キャパシタについて、想定される電解液に対して上記の
方法を適用して求めた活性炭の細孔分布の最適化条件と、分子動力学シミュレーションに
よる検証結果と、それぞれの電気化学素子のＤＣＲの測定結果について、詳しく説明する
ことにする。
【００６０】
　先ず、本実施例の電気二重層キャパシタに用いられる活性炭の細孔分布の最適化条件に
ついて説明する。
【００６１】
　本実施例の電気二重層キャパシタの一例として電解液８には、カチオンとして１－エチ
ル－２，３－ジメチルイミダゾリウム（ＥＤＭＩ+）を用いる。アニオンとしてテトラフ
ルオロボレート（ＢＦ4

-）を用いる。溶媒としてプロピレンカーボネート（ＰＣ）、或い
はＰＣとジメチルカーボネート（ＤＭＣ）の混合溶媒を用いる。
【００６２】
　（表１）は、ＥＤＭＩ+、ＢＦ4

-、ＰＣ、ＤＭＣそれぞれの、各種パラメータを示して
いる。具体的には、ファンデルワールス体積（Ｖｖｄｗ）、ファンデルワールス半径（Ｒ
ｖｄｗ）、ファンデルワールス分子の最大幅（Ｄｍａｘ）、第一原理分子軌道計算（ＨＦ
／６－３１Ｇ（ｄ））による安定構造における電子密度が０．００１（ａｕ）以上となる
領域の体積と同体積の球の半径（Ｒｑｍ）を示している。但し、Ｖｖｄｗは、イオン及び
分子の、ＨＦ／６－３１Ｇ（ｄ）による安定構造において、各原子の中心位置にファンデ
ルワールス球を置き、そのファンデルワールス球の占める体積を積分することにより求め
ている。
【００６３】
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　第一原理分子軌道計算は、プログラムＧａｕｓｓｉａｎ０３（Ｇａｕｓｓｉａｎ　Ｉｎ
ｃ．）を用いて行い、原子のファンデルワールス半径は、水素（Ｈ）は１．２０Å、炭素
（Ｃ）は１．７０Å、窒素（Ｎ）は１．５５Å、フッ素（Ｆ）は１．４７Å、ホウ素（Ｂ
）は１．７０Åとする。Ｈ、Ｃ、Ｎ、Ｆの値は、Ｂｏｎｄｉの値（Ａ．Ｂｏｎｄｉ，Ｊ．
Ｐｈｙｓ．Ｃｈｅｍ．，６８（１９６４）４４１）から引用している。ホウ素（Ｂ）の値
は炭素（Ｃ）と同じ値としているが、ＢＦ4

-において、これを構成するホウ素（Ｂ）は四
つのフッ素（Ｆ）に囲まれており、ＢＦ4

-のイオン体積はホウ素（Ｂ）の値に敏感ではな
い。また、全てのイオン及び分子についてＲｖｄｗとＲｑｍの値は良く一致している。
【００６４】
【表１】

【００６５】
　（表１）のカチオンとアニオンおよび溶媒のファンデルワールス分子直径（Ｒｖｄｗ×
２）をそれぞれＬｃ、Ｌａ、Ｌｓとする。そしてカチオンとアニオンおよび溶媒のファン
デルワールス分子の最大幅（Ｄｍａｘ）をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌ
ｍａｘ（ｓ）とする。またＬｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌｍａ
ｘ（ｓ）の最大値をＷ１とする。（Ｌｃ＋Ｌａ）、（Ｌｃ＋Ｌｓ）、（Ｌａ＋Ｌｓ）、（
Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ａ））、（Ｌｍａｘ（ｃ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））、（Ｌｍａｘ
（ａ）＋Ｌｍａｘ（ｓ））の最小値をＷ２とする。但し、溶媒はＰＣとＤＭＣの二種類存
在するので、ＬｓとＬｍａｘ（ｓ）はそれぞれに対する値Ｌｓ（ＰＣ）、Ｌｓ（ＤＭＣ）
、Ｌｍａｘ（ｓ）（ＰＣ）、Ｌｍａｘ（ｓ）（ＤＭＣ）を考えて、その全ての値に対して
上記の方法でＷ１、Ｗ２を決める。
【００６６】
　その結果、Ｗ１はＥＤＭＩ+のＬｍａｘ（ｃ）になり、Ｗ１＝Ｌｍａｘ（ｃ）＝９．８
４Å≒１．０ｎｍとなる。また、Ｗ２はＢＦ4

-のＬａとＰＣのＬｓ（ＰＣ）で決まり、Ｗ
２＝Ｌａ＋Ｌｓ（ＰＣ）＝１０．９６Å≒１．１ｎｍとなる。なお、この例ではＷ１とＷ
２の決定にＤＭＣは関与していないので、溶媒としてＰＣ溶媒、或いはＰＣとＤＭＣの混
合溶媒の何れを想定しても同じ結果となる。
【００６７】
　したがって、この例では、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．０ｎｍ以上かつ１．
１ｎｍ以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和
の１５パーセント以上であれば良い。この条件を満たす細孔分布を有する活性炭を用いる
ことによってＤＣＲを低減することができる。
【００６８】
　（シミュレーションによる検証１）
　次に、分子動力学シミュレーション（以下、ＭＤシミュレーション）を用いた、活性炭
のスリット細孔内のイオン伝導度の解析方法と、その結果について説明する。
【００６９】
　このシミュレーションでは、以下の条件を適用する。ユニットセル内に、ＥＤＭＩ+２
０個、ＢＦ4

-２０個、ＰＣを２１６個の合計２５６個の粒子を、２枚の平行なスリット壁
の間に内包させる。そして、周期境界条件の下、そのスリット壁と平行な方向へのイオン
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拡散を解析する。以下、その具体的方法について述べる。
【００７０】
　原子間の結合ポテンシャル（ｂｏｎｄ　ｓｔｒｅｔｃｈｉｎｇ，　ａｎｇｌｅ　ｂｅｎ
ｄｉｎｇ，　ｄｉｈｅｄｒａｌ　ｒｏｔａｔｉｏｎ）及び非結合ポテンシャル（ｖａｎ　
ｄｅｒ　ｗａａｌｓ　ｐｏｔｅｎｔｉａｌ）は、ＡＭＢＥＲ型の力場関数（Ｗ．Ｄ．Ｃｏ
ｒｎｅｌｌ，　Ｐ．Ｃｉｅｐｌａｋ，　Ｃ．Ｉ．Ｂａｙｌｙ，　Ｉ．Ｒ．Ｇｏｕｌｄ，　
Ｋ．Ｍ．Ｍｅｒｚ　Ｊｒ．，　Ｄ．Ｍ．Ｆｅｒｇｕｓｏｎ，　Ｄ．Ｃ．Ｓｐｅｌｌｍｅｙ
ｅｒ，　Ｔ．Ｆｏｘ，　Ｊ．Ｗ．Ｃａｌｄｗｅｌｌ，　ａｎｄ　Ｐ．Ａ．Ｋｏｌｌｍａｎ
，　Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１７（１９９５）５１７９）を適用する。原子間の
静電ポテンシャルは、原子電荷として第一原理分子軌道計算　ＨＦ／６－３１Ｇ（ｄ）で
求めたｒｅｓｔｒａｉｎｅｄ　ｅｌｅｃｔｒｏｓｔａｔｉｃ　ｐｏｔｅｎｔｉａｌ（ＲＥ
ＳＰ）電荷（Ｃ．Ｉ．Ｂａｙｌｙ，Ｐ．Ｃｉｅｐｌａｋ，Ｗ．Ｄ．Ｃｏｒｎｅｌｌ，ａｎ
ｄ　Ｐ．Ａ．Ｋｏｌｌｍａｎ，Ｊ．Ｐｈｙｓ．Ｃｈｅｍ．　９７（１９９３）１０２６）
を適用し、Ｅｗａｌｄ法により評価する。スリット壁はグラファイト型のＳｔｅｅｌポテ
ンシャル（Ｗ．Ａ．Ｓｔｅｅｌｅ，Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　３６（１９７３）
　３１７）を持つものと仮定する。さらに、電解液粒子の電荷によって励起される表面分
極を、原子電荷の鏡像電荷を用いて近似する。
【００７１】
　このような仮定のもと、温度（２９８Ｋ）、圧力（１ａｔｍ）の条件下でＭＤシミュレ
ーションを実施する。得られた平衡状態におけるイオンの重心座標の時間変化を、０．１
ｐｓ毎に６万ポイント、６ｎｓ分のトラジェクトリーとして記録して、これらのデータを
イオン拡散の解析に用いる。
【００７２】
　イオン伝導度は線形応答理論（Ｒ．Ｋｕｂｏ，Ｊ．Ｐｈｙｓ．Ｓｏｃ．Ｊｐｎ．１２（
１９５７）５７０）に基づいた（式１）により評価できる。
【００７３】
【数１】

【００７４】
　また、イオン拡散に関するアインシュタイン関係式（式２）を適用することもできる。
【００７５】

【数２】

【００７６】
　（式１）は（式２）を一般化したものであり、（式１）は相互相関関数を、（式２）は
自己相関関数を、それぞれの右辺に含んでいる。（式１）では、カチオンとアニオンの拡
散係数を分離して評価することはできないが、イオン間相互作用が強い系のイオン伝導度
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をより高い精度で評価可能である。
【００７７】
　（表２）は上記シミュレーションに基づき算出された活性炭のスリット幅Ｌ１、Ｌ２と
それに伴う電解液の伝導度の解析結果を示している。ここで(表２）に示されるΛ（Ｔｏ
ｔａｌ）は（式１）の右辺の時間微分を意味する。また、Λ（ＥＤＭＩ+）とΛ（ＢＦ4

-

）は、（式２）における右辺の和のうち、ＥＤＭＩ+とＢＦ4
-それぞれに属するｉ＝ｊを

満たす項の和の時間微分を意味し、ＥＤＭＩ+とＢＦ4
-それぞれの（式２）の右辺の時間

微分と同一である。これらのΛを、ＴＤ－ＣＭＳＤ（Ｔｉｍｅ　Ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅ　
ｏｆ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｖｅ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｄｉｓｐｌａｃｅｍｅｎｔ）と
呼ぶことにする。ＴＤ－ＣＭＳＤは伝導度λに比例するため、伝導度の大小を比較する際
の評価指標となる。また、図３は各電解液材料のＴＤ－ＣＭＳＤと、Ｌ１の逆数との関係
を示した図である。
【００７８】
【表２】

【００７９】
　（表２）においてスリット幅Ｌ１は、２枚のスリット面（スリット壁を構成する炭素原
子の中心が存在する面）の面間隔、スリット幅Ｌ２は、Ｌ１からＳｔｅｅｌeポテンシャ
ルで用いた炭素のファンデルワールス直径（０．３８１６ｎｍ）を引いた値であり、この
Ｌ２の値がＭＰ法による細孔分布測定で求まるスリット幅に相当する。図３に１／Ｌ１に
対するＴＤ－ＣＭＳＤの変化をプロットし、各プロットに対応するＬ２の値を図中に示し
ている。
【００８０】
　上記Λ（ＥＤＭＩ+）とΛ（ＢＦ4

-）はイオンの拡散係数であり、希薄電解液中ではΛ
（ＥＤＭＩ+）とΛ（ＢＦ4

-）の和が電解液のイオン伝導度に影響する。しかし、一定濃
度以上になると、イオン間相互作用が強くなるため、Λ（Ｔｏｔａｌ）を考慮する必要が
ある。（表２）と図３の結果では、Λ（Ｔｏｔａｌ）はΛ（ＥＤＭＩ+）とΛ（ＢＦ4

-）
の和よりも小さい。これは、イオン間相互作用によって、例えばカチオン－アニオンの会
合体が形成されることなどにより、電解液のイオン伝導度が小さくなることを意味してい
る。
【００８１】
　（表２）と図３より、スリット細孔内のイオン伝導度は、ＭＰ法により得られるスリッ
ト幅Ｌ２が１．０ｎｍから１．１ｎｍの間、及びその近傍で極大をとることが分かる。こ
のスリット幅の最適範囲は、上述の最適範囲と一致している。
【００８２】
　このように、イオン伝導度はスリット幅の関数として極大値を取る。ＥＤＭＩ+ＢＦ4

-

／ＰＣにおいて、その極大はスリット幅が１．０ｎｍから１．１ｎｍの間、及びその近傍
領域にある。このスリット幅の下限と上限は、電解液の構成イオンと溶媒分子の構造と大
きさから決まる値（Ｗ１とＷ２）に一致する。
【００８３】
　電気化学素子にはＤＣＲの低減とともに、静電容量の増大が要求されている。そこで次
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に、本実施例における電気二重層キャパシタの静電容量について考察する。
【００８４】
　活性炭の細孔壁へのイオン吸着により発現するこの静電容量は、活性炭の細孔内に取り
込むことのできるイオンの量と、イオンと細孔壁との距離に依存すると考えられる。従っ
て、より多くのイオンが細孔内に取り込まれるほど、静電容量が大きくなる可能性がある
。また、細孔内のイオンと細孔壁の距離が近いほど、イオンの電荷と、細孔壁上に分極し
たイオンの逆電荷の距離が小さくなるため、この対電荷の作る電気二重層の静電容量が大
きくなる。
【００８５】
　カチオンとアニオンのイオン会合体は電気的に中性であるから、イオン会合体が細孔壁
に吸着しても静電容量には寄与しない。また、溶媒和イオンのイオン半径は単独イオンに
比べると大きいため、溶媒和イオンが溶媒分子を介して細孔壁に吸着した場合、イオンと
細孔壁の距離が大きくなり、単独イオンよりも静電容量は小さくなる。
【００８６】
　このような観点から、静電容量を増大させるためには、活性炭の細孔径は、イオンがイ
オン会合体や溶媒和イオンを形成できない一定以下の大きさであることが求められる。こ
の一定値は、カチオンとアニオンの会合体（二量体）、あるいはカチオンまたはアニオン
と溶媒との会合体（二量体）の、ファンデルワールス直径またはファンデルワールス最大
幅であると考えられる。
【００８７】
　したがって静電容量の増大のためには、活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅がＷ
２以下である細孔容積の総和が所定値以上であることが望ましい。具体的には０．９ｍｌ
／ｇ以上であることが望ましい。
【００８８】
　前述のＥＤＭＩ+ＢＦ4

-／（ＰＣ＋ＤＭＣ）を電解液として用いる場合、Ｗ２はＢＦ4
-

のＬａとＰＣのＬｓ（ＰＣ）で決まり、Ｗ２＝Ｌａ＋Ｌｓ（ＰＣ）＝１０．９６Å≒１．
１ｎｍとなる。したがってこの電解液を用いる場合、静電容量の増大のためには、ＭＰ法
により得られるスリット幅が１．１ｎｍ以下である細孔容積の総和が０．９ｍｌ／ｇ以上
であれば良い。
【００８９】
　よって、上記条件とともに、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．０ｎｍ以上かつ１
．１ｎｍ以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総
和の１５パーセント以上である細孔分布を有する活性炭を用いることが好ましい。これに
よってＤＣＲを低減するとともに静電容量を増大することができる。一般化すれば、活性
炭のＭＰ法により得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、
スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の所定割合以上であるとともに、活性
炭のＭＰ法により得られるスリット幅がＷ２以下である細孔容積の総和が所定値以上であ
ることが望ましい。
【００９０】
　そして、これらの条件を満たす細孔容積の総和は、多ければ多いほど望ましい。但し、
細孔容積の総和には上限が存在する。以下、この上限について説明する。
【００９１】
　ＭＰ法により得られるスリット幅が１．０ｎｍ以上かつ１．１ｎｍ以下である細孔容積
の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以上であ
るという条件に対して、この条件を満たす細孔容積の総和の上限は、当然ながら１００パ
ーセントである。しかし、現実には、現在の一般的な活性炭の製造技術、又は製造にかか
るコストなど経済性から、スリット幅の分布の所定の範囲からのバラつきを抑制すること
は容易ではない。そのため、この上限は、１００パーセントよりも小さい値になると考え
られる。但し、本発明は、活性炭細孔の最適な設計条件を提供するものであるから、上限
として１００パーセント以外の制約を別途に課すものではない。
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【００９２】
　ＭＰ法により得られるスリット幅が１．１ｎｍ以下である細孔容積の総和が０．９ｍｌ
／ｇ以上であるという条件に対して、この条件を満たす細孔容積の総和の上限は、活性炭
スリットの構造上の制限を受ける。その上限は以下の様に決定される。
【００９３】
　複数の平行なグラフェンで形成されたスリットを考える。グラフェンはグラファイトの
１枚の六角面であるとする。一定量のグラフェンによって作られる細孔容積密度は、この
グラフェンの間隔、すなわちスリット幅が大きいほど増大する。しかし、本発明の条件に
よって、スリット幅はＭＰ法換算で１．１ｎｍ以下に制限されている。このため、細孔容
積密度は、スリット幅がＭＰ法換算で１．１ｎｍに一致するとき、最大値になる。
【００９４】
　ある２枚のグラフェンの距離Ｌ１は、ＭＰ法換算のスリット幅Ｌ２に、炭素のファンデ
ルワールス直径（０．３８１６ｎｍ）を足した値に相当するため、Ｌ２が１．１ｎｍのと
き、Ｌ１は１．４８１６ｎｍになる。
【００９５】
　図４（ａ）は、本実施例において用いられる活性炭におけるグラフェンの単位胞Ｓｇの
模式図である。図４（ａ）において、太い破線により囲われた箇所が該当する。この単位
胞Ｓｇには炭素原子が２個存在し、面積は０．０５２４６ｎｍ2である。また、図４（ｂ
）に、図４（ａ）のグラフェンがＬ１＝１．４８１６ｎｍの間隔で積層して形成したグラ
フェン層状結晶の単位胞Ｖｇの模式図（太い破線）を示す。この単位胞Ｖｇには炭素原子
が２個存在し、容積は０．０７７７２ｎｍ3である。そして、このグラフェン結晶が、細
孔容積密度が最大となるスリット構造となる。
【００９６】
　これより、図４（ｂ）に示したグラフェン層状結晶の単位胞に含まれるスリット容積は
、０．０５７７１（＝Ｓｇ×１．１）ｎｍ3となり、このスリット構造の細孔容積密度は
、１．４３１７４×１０-25（＝０．０５７７１／（２×１２．０１０７／（６．０２２
１３６７×１０２３）））ｎｍ3／ｇ、すなわち１．４３１７４ｍｌ／ｇとなる。ここで
、炭素の原子量を１２．０１０７、アボガドロ数６．０２２１３６７×１０２３としてい
る。つまり、本実施例の活性炭は、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．１ｎｍ以下で
ある細孔容積の総和が０．９ｍｌ／ｇ以上という条件を満たし、この条件を満たす細孔容
積の総和の上限は、特段に規定しないものの、１．４３１７４ｍｌ／ｇであることになる
。こうして、細孔容積密度は炭素材料の構造上の制限を、必然的に受けることになる。
【００９７】
　なお、本実施例による活性炭は、その製造過程や原材料を限定するものではなく、ＭＰ
法によって得られる細孔分布によって特徴付けられる多孔質の導電性材料を意味する。一
般に多孔質炭素材料と呼ばれる材料であっても良い。但し、現時点においては、製造コス
ト等から活性炭を工業的に利用する価値は高いと考えられる。
【００９８】
　（性能評価試験１）
　次に、本実施例における電気二重層キャパシタのＤＣＲの測定方法と結果について説明
する。
【００９９】
　本実施例の電気二重層キャパシタとして、ＥＤＭＩ+ＢＦ4

-系電解液を用いた場合につ
いて説明する。本実施例で用いた全ての活性炭のサンプルＸおよびサンプルＡ～Ｄの諸元
を（表３）に示す。ここでスリット幅が２．０ｎｍ以下の細孔容積すなわち全細孔容積を
細孔容積Ａ（ｍｌ／ｇ）とする。細孔容積が極大をとるスリット幅をピーク細孔直径（ｎ
ｍ）とする。スリット幅１．０～１．１ｎｍにおける細孔容積を細孔容積Ｂ（ｍｌ／ｇ）
とする。スリット幅１．１ｎｍ以下における細孔容積を細孔容積Ｃ（ｍｌ／ｇ）とする。
（表３）は、これらに加え、平均粒子径Ｄ５０（μｍ）、全表面積（ｍ2／ｇ）を示して
いる。
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【０１００】
【表３】

【０１０１】
　次に、測定に用いる正極２、負極３の作製方法を説明する。まず、（表３）に記載の活
性炭に、水溶性バインダーである市販のカルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）とアセチ
レンブラックとを混合する。その際、質量比で活性炭：ＣＭＣ：アセチレンブラック＝８
：１：１とする。この混合物をペースト化する。調製されたペーストを、集電体２ａ、３
ａとなるアルミニウム箔にそれぞれ塗布し、乾燥してシート状の電極体を作製する。さら
に、これらの電極体にプレス加工を施して電極層２ｂ、３ｂを形成する。プレス後の電極
体を所定の寸法に切断し、端部に形成された電極層２ｂ、３ｂの一部を剥離して、集電体
２ａ、３ａにリード部５ａ、５ｂをそれぞれ接続して正極２および負極３が完成する。
【０１０２】
　このようにして作製した正極２および負極３を用いて直径１８ｍｍ、高さ５０ｍｍの電
気二重層キャパシタを組み立てる。その際、電解液８として、ＥＤＭＩ+とＢＦ4

-の塩を
、ＰＣとＤＭＣを重量比７対３で混合した溶媒に溶解した、濃度１Ｍとしたものを使用す
る。
【０１０３】
　なお、上記活性炭の平均粒径Ｄ５０は３．０～５．３μｍに分布している。正極２およ
び負極３を、平均粒径の小さい（１μｍ未満）活性炭を用いて作製すると、活性炭粒子と
バインダーの接点が少なくなる傾向がある。そのため、分極性電極の強度と柔軟性を保つ
ためには、バインダーの質量比を増やすなどの必要性が生じる。このようにすると、分極
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性電極に含まれる活性炭の比率が低下し、電極体としての体積容量密度が低下する。した
がって、活性炭の平均粒径は１μｍ以上であることが好ましい。
【０１０４】
　本実施例における電気二重層キャパシタのＤＣＲと静電容量を測定するために、以下の
電気的評価を行う。
【０１０５】
　１．５Ａ、２．８Ｖの定電流定電圧で充電した後、１．３５Ａ定電流放電におけるＤＣ
Ｒと静電容量（初期放電容量）を測定する。ＤＣＲは、放電開始後の電圧降下から求める
。つまり、放電開始後０．５～２．０秒の間の各測定電圧から電圧勾配を導き出し、この
電圧勾配から放電開始時の電圧を求め、当該電圧と充電電圧（２．８Ｖ）との電圧差を求
める。この電圧差、放電電流、電極層の厚み、および電極層の面積からキャパシタの直流
抵抗率（Ω・ｍ）を算出する。
【０１０６】
　静電容量は、２．２４Ｖ～１．１２Ｖの間の放電曲線から求め、静電容量を電極におけ
る電極層の総体積で除することで体積静電容量（Ｆ／ｃｍ3）を算出する。
【０１０７】
　以上の方法で算出した、－３０℃における直流抵抗率（Ω・ｍ）、体積静電容量（Ｆ／
ｃｍ3）を（表４）に示す。合わせて、サンプルＸの直流抵抗率で規格化した値である抵
抗指数を、スリット幅１．０～１．１ｎｍにおける細孔容積Ｂを全細孔容積Ａで除した割
合に対してプロットした結果を図５に示す。また、サンプルＸの体積静電容量で規格化し
た値である容量指数を、スリット幅１．１ｎｍ以下における細孔容積を細孔容積Ｃに対し
てプロットした結果を図６に示す。またこれらの値の初期特性と、６０℃で２．８Ｖの電
圧を６００時間印加した後（試験後）の特性を示す。
【０１０８】
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【表４】

【０１０９】
　（表３）及び図５に示すように、サンプルＡ、サンプルＢおよびサンプルＣでは、細孔
容積Ａに対する細孔容積Ｂの割合が１５パーセント以上である。これらの場合、（表４）
及び図５に示すように、抵抗指数が１．０より小さくなっており、低温においても低抵抗
化されていることがわかる。特に６０℃で２．８Ｖの電圧を６００時間印加した後の結果
では、その傾向が顕著であり、細孔容積Ａに対する細孔容積Ｂの割合が１５パーセント未
満の場合（サンプルＸ、Ｄ）、著しく抵抗が増大している。以上の結果から、低温におけ
る低抵抗化のためには細孔容積Ａに対する細孔容積Ｂの割合が１５パーセントであること
が必要である。
【０１１０】
　また（表３）及び図６に示すように、サンプルＣおよびサンプルＤでは、細孔容積Ｃが
０．９ｍｌ／ｇ以上である。これらの場合、（表４）及び図６に示すように、容量指数が
大きくなっていることが（表４）及び図６から分かる。細孔容積Ｃが０．９ｍｌ／ｇ未満
の場合（サンプルＸ、Ａ、Ｂ）と比較すると、著しく静電容量が増大している。したがっ
て静電容量増大のためには細孔容積Ｃが０．９ｍｌ／ｇ以上の活性炭を用いることが好ま
しい。
【０１１１】
　なおサンプルＣは（表３）に挙げた活性炭の中で唯一、この両方の条件を満たしている
。すなわち、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．０ｎｍ以上かつ１．１ｎｍ以下であ
る細孔容積の総和（細孔容積Ｂ）が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和
の１５パーセント以上である。そしてＭＰ法により得られるスリット幅が１．１ｎｍ以下
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である細孔容積の総和（細孔容積Ｃ）が０．９ｍｌ／ｇ以上である。
【０１１２】
　サンプルＣでは、抵抗指数は低く、かつ、容量指数は大きくなっている。そして、これ
ら抵抗指数と容量指数の改善は、初期特性のみならず、６０℃，２．８Ｖ，６００ｈの電
圧負荷後も保たれている。したがって、サンプルＣはデバイスの実使用上における信頼性
を有する。
【０１１３】
　なおＭＰ法により得られるスリット幅が１．０ｎｍ以上かつ１．１ｎｍ以下である細孔
容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセントより
小さい場合は、６０℃、２．８Ｖ、６００ｈの電圧負荷後の抵抗指数は、初期特性と比べ
て増大している。一方、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．０ｎｍ以上かつ１．１ｎ
ｍ以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１
５パーセント以上である場合、６０℃、２．８Ｖ、６００ｈの電圧負荷後の抵抗指数は、
初期特性と比べて減少している。このことは、細孔容積Ａの総和の割合が１５パーセント
より小さければ、劣化による抵抗増大が特に大きいため、実使用に適しないことを意味し
ている。そのため、それ以上であることが望ましい。
【０１１４】
　劣化の過程においては、抵抗による発熱によって引き起こされる複雑な反応が関与して
いると考えられるが、そのメカニズムを解明することは現時点では困難である。しかし、
抵抗指数を下げることは、発熱を小さくするため、劣化の抑制に有効である。そして、本
発明は、抵抗指数の劣化速度が、細孔容積Ａの総和の割合が１５パーセントを境にして大
きく異なり、それ以上であれば、抵抗指数を小さく保持できるという発見に立脚している
。
【０１１５】
　さらに、初期特性、及び６０℃、２．８Ｖ、６００ｈの電圧負荷後の容量指数の細孔容
積密度に対する変化率は、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．１ｎｍ以下である細孔
容積の総和が０．９ｍｌ／ｇより小さい場合は小さい。一方、ＭＰ法により得られるスリ
ット幅が１．１ｎｍ以下である細孔容積の総和が０．９ｍｌ／ｇ以上の場合は大きくなっ
ている。このように、０．９ｍｌ／ｇを境に明らかな差異が認められる。このことは、イ
オンの細孔内充填率と関係していると考えられる。つまり、イオンの細孔内への侵入を阻
害しないためには、スリット幅が、少なくともイオンのファンデルワールス分子の最大幅
より大きい必要がある。しかし、細孔容積密度が小さい活性炭は、スリット幅の小さな細
孔の割合が多くなる傾向がある。そのため、イオンの細孔内への侵入が阻害され、充填率
が小さくなると考えられる。その結果、容量の発現効率が低下する傾向があるものと考え
られる。したがって、本発明は、細孔容積Ｂの密度が０．９ｍｌ／ｇを境にして大きく異
なり、それ以上であれば、イオンの細孔内充填率が向上し、細孔容積密度増大に伴って容
量増大が顕著になるという発見に立脚している。
【０１１６】
　上述のように、イオン伝導度はスリット幅の関数として極大値を取る。ＥＤＭＩ+ＢＦ4
-／ＰＣにおいて、その極大はスリット幅が１．０ｎｍから１．１ｎｍの間、及びその近
傍領域にある。このスリット幅の下限と上限は、電解液の構成イオンと溶媒分子の構造と
大きさから決まる値と一致する。
【０１１７】
　以上の結果から、実際の活性炭を用いて作製した電気二重層キャパシタにおいて、この
スリット幅の上限と下限の範囲に多くの細孔分布を持つ活性炭を使えば、ＤＣＲを低減す
ることが可能であることが確認できた。この結果は、これまで理解することが困難であっ
た、活性炭などの多孔性炭素電極内における電解液イオンの挙動を支配する自然法則を、
正しく活用して導かれたものである。
【０１１８】
　なお、上記の説明では電解液としてＥＤＭＩ+ＢＦ4

-／ＰＣ＋ＤＭＣを用いた場合を例
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示している。具体的には示さないが、他の電解液を用いた場合でも活性炭のＭＰ法により
得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．
０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以上であることによって抵抗を低減で
きることを確認している。また活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅がＷ２以下であ
る細孔容積の総和が０．９ｍｌ／ｇ以上であることで静電容量を増大できることを確認し
ている。
【０１１９】
　以上で、電気二重層キャパシタに関する結果についての説明を終える。
【実施例２】
【０１２０】
　以下に、図面を用いながら本発明の実施例２と請求項１，８～１２，１９～２２に係る
発明について説明を行うが、本実施例は下記の内容に限定されない。
【０１２１】
　本実施例では本発明の電気化学素子の一例としてカチオンにリチウムイオンを用い、こ
のカチオンを負極に吸蔵させることにより充放電を行うリチウムイオンキャパシタの構成
を用いて説明を行う。
【０１２２】
　実施例１において電気化学素子の一例として説明を行った電気二重層キャパシタと、本
実施例で説明を行うリチウムイオンキャパシタは構成上、大きく異なる点が二つある。一
つは電解液１０の構成と、もう一つは負極１２の構成である。それ以外の構成要素につい
ては、上記実施例１と同様のものは同じ符号を付与して説明を行う。
【０１２３】
　本実施例における電気化学素子では、電解液１０として、エチレンカーボネート等の非
プロトン性極性溶媒にリチウム塩を溶解させた溶液などが使用可能である。例えば、リチ
ウム（Ｌｉ+）とヘキサフルオロホスフェート（ＰＦ6

-）の塩を、エチレンカーボネート
（ＥＣ）とジメチルカーボネート（ＤＭＣ）を重量比１対１で混合した溶媒に溶解した、
濃度１Ｍ（＝１ｍｏｌ／ｍｌ）のものを使用する。但し、本実施例の電解液１０はこれに
限定されるものではない。
【０１２４】
　本実施例の電解液１０に使用可能な電解質のアニオンとして、ＰＦ6

-以外にはテトラフ
ルオロボレート（ＢＦ4

-）やその他のアニオン（ＣｌＯ4
-、ＡｓＦ6

-、ＣＦ3ＳＯ3
-、（

ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ-、など）を用いることができる。あるいはＰＦ6
-と組み合わせて用いて

もよい。
【０１２５】
　また、本実施例の電解液１０に使用可能な溶媒として、ＥＣとＤＭＣ以外には、プロピ
レンカーボネート（ＰＣ）やエチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）などを用いることがで
きる。ＥＣやＰＣなどの環状カーボネートは高い誘電率を示し、リチウム塩をよく溶解す
る。ＤＭＣやＥＭＣなどの鎖状カーボネートは低い粘度を示す。これらを適切な比率で混
合した溶媒は、電解液抵抗を低減することが可能となるため好ましい。但し、本実施例に
用いられる電解液１０は、以上の例に限らず、様々な化学種および組成からなる。
【０１２６】
　本実施例における正極１１は実施例１の正極２と同様に、アルミニウム箔などの集電体
１１ａの表面に実施例１の電極層２ｂとスリット幅の条件が異なる電極層１１ｂを形成し
て作製した。
【０１２７】
　そして、本実施例における負極１２は、銅箔からなる集電体１２ａと、集電体１２ａの
表面に設けられた電極層１２ｂとを有する。集電体１２ａの表面は実施例１と同様にエッ
チング処理されて粗面化された構成であってもよい。電極層１２ｂは、主としてグラファ
イト等の黒鉛系材料を含む。この黒鉛系材料はグラファイト結晶に近い構造を有しており
、易黒鉛化性炭素（ソフトカーボンと称される）と言われ、リチウムイオンは、このグラ
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ファイト層間にインターカレーションすることができる。本実施例におけるリチウムイオ
ンキャパシタでは、上記背景技術において説明したようにこの負極１２におけるリチウム
イオンのインターカレーションにより充放電を行っている。なお、これら正極１１、負極
１２を構成する電極層１１ｂ、１２ｂは実施例１と同様にプレス加工を施しても良い。こ
のプレス加工により、電極密度向上させることができる。
【０１２８】
　なお、電極層１２ｂの材料については、本実施例では低抵抗であるソフトカーボンを一
例として説明するが、他にも、黒鉛質炭素、低温焼成炭素、難黒鉛化性炭素などが材料の
候補として考えられる。それぞれの材料を物性において比較すると特化している性能が異
なるため、使用目的に応じて適宜選択を行うものである。例えば、黒鉛質炭素なら、耐電
圧が高く充放電サイクルの損失が少なく、低温焼成炭素なら、高容量や低抵抗の面で優れ
ており、難黒鉛化性炭素なら、高容量やサイクル損失が小さい面で優れている。
【０１２９】
　次に、電極層１１ｂに使用可能な活性炭の作製方法と比表面積、細孔分布の測定方法に
ついては上記実施例１の活性炭と同様のものを用いる。
【０１３０】
　以下、本実施例における電気化学素子のＤＣＲを低減するための活性炭の細孔分布の最
適化条件について説明する。本実施例の活性炭の細孔径分布の最適条件は、実施例１と同
様に組み合わせる電解液組成によって異なると考えられる、そこで、電解液に含まれるイ
オン、溶媒の構造、大きさから、活性炭の細孔径分布を決定する方法について述べる。
【０１３１】
　一般に、分子（イオンを含む）の大きさは、実施例１と同様にファンデルワールス直径
で表わすことができる。また、この原子のファンデルワールス球の重なりによって構成さ
れる分子は、その大きさの基準を、実施例１のようにファンデルワールス最大幅とするこ
とができる。
【０１３２】
　以上のような分子の大きさの観点から、ＤＣＲを低減する方法を考察する。
【０１３３】
　上記実施例１ではイオンと溶媒分子との相互作用が比較的弱く、溶媒和されたイオンの
脱溶媒和が可能である場合である第一の条件を考慮したことに対して、本実施例では主に
第二の条件として、イオンと溶媒分子との相互作用が比較的強く、溶媒和されたイオンの
脱溶媒和が困難である場合である。本実施例におけるリチウムイオンキャパシタにおける
電解液１０は、この条件に当てはまる。
【０１３４】
　本実施例ではカチオンとしてリチウムイオンを、溶媒としてＥＣやＤＭＣなどのカーボ
ネート類を用いた場合、リチウムイオンは溶媒分子と強く引き合って溶媒和され、リチウ
ムイオンの溶媒和クラスタを形成して安定化する。従って、カチオンは単独のリチウムイ
オンではなく、リチウムイオンの溶媒和クラスタであると見なすことが必要となる。
【０１３５】
　実際、溶媒にＥＣ及びＤＭＣを用いた場合は、リチウムイオンにＥＣまたはＤＭＣのい
ずれか４つの溶媒分子が配位した溶媒和クラスタ（以下、溶媒和リチウム）を形成する。
細孔内においても、細孔径が溶媒和リチウムを内包できるだけ十分に大きければ、リチウ
ムイオンは溶媒和リチウムとして存在することが可能である。
【０１３６】
　本実施例に用いられる活性炭細孔内のイオン伝導によるＤＣＲは、細孔内における溶媒
和リチウム及びアニオンの拡散速度に依存すると考えられる。スリット型の細孔内の溶媒
和リチウム及びアニオンは、細孔径すなわちスリット幅の減少に伴って二枚の細孔壁から
の反発力を受けて押しつぶされる。その結果、溶媒和リチウム及びアニオンの向き及び構
造は、細孔壁と平行な面への投影面積が大きくなるように変化する。このような場合、溶
媒和リチウム及びアニオンの細孔壁と平行な方向への拡散を考えれば、溶媒和リチウム及
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びアニオンの衝突断面積が大きくなるため、拡散速度は低下し、ＤＣＲが増大する。
【０１３７】
　また、小さな細孔内で、溶媒和リチウムの構造が小さく歪むと、エネルギー的に不安定
となり、溶媒和として存在しにくくなるため、電離度が低下しやすくなる。このため、イ
オン伝導度が低下してＤＣＲが増大する。
【０１３８】
　このような観点から、イオン伝導度を低下させないために、本実施例の活性炭の細孔径
は、溶媒和リチウム及びアニオンの向き及び構造の強制的な変化を伴わない一定以上の大
きさであればよい。この一定値は、溶媒和リチウム又はアニオンのファンデルワールス直
径またはファンデルワールス最大幅であると考えられる。
【０１３９】
　溶媒和リチウムのスリット幅に対する構造変化については後ほど詳しく説明する。
【０１４０】
　ここでは、カチオンがリチウムイオンである場合を想定したが、これに限定するもので
はない。プロトン、アルカリ金属（Ｌｉ、Ｎａ、Ｋなど）のカチオン、アルカリ土類金属
（Ｂｅ，Ｃａ，Ｍｇなど）の１価或いは２価のカチオンなどの単原子カチオン、その他の
多価カチオンなどは、カチオンの溶媒和クラスタ（以下、溶媒和カチオン）を形成する傾
向が強いものと考えられる。リチウムイオン以外でも、溶媒分子と強く結合して溶媒和さ
れる傾向を持つカチオンであれば、リチウムイオンと同様に扱うことができる。
【０１４１】
　また、アニオンが溶媒分子と強く結合して溶媒和される場合は、アニオンの溶媒和クラ
スタを考える必要がある。例えば、ハロゲン（Ｆ，Ｃｌ、Ｂｒ，Ｉなど）は組み合わせる
溶媒によっては、アニオンの溶媒和クラスタ（以下、溶媒和アニオン）を形成し、脱溶媒
和が困難となる可能性が考えられる。この場合は、アニオンは単独のアニオンではなく、
溶媒和アニオンであると見なすことが必要となる。
【０１４２】
　上記実施例１において、第一の条件と第二の条件のそれぞれについて、イオン伝導度を
向上させるための基本的な考え方を述べたが、この考え方は、特に第二の条件については
本実施例におけるリチウムイオンキャパシタに用いる活性炭においても適用することがで
きる。
【０１４３】
　本実施例においても、最も基本的で重要なことは、イオン伝導度はスリット幅に対して
極大値を持ち、イオン伝導度を向上させるためには、この極大値を中心としたある一定範
囲にスリット幅を分布させることが効果的であるということである。この一定範囲は、Ｗ
ｍｉｎ≦Ｗ１＜Ｗ２≦Ｗｍａｘを満たすＷ１とＷ２に対して、Ｗ１以上かつＷ２以下と定
めることができる。
【０１４４】
　ＷｍｉｎおよびＷｍａｘは実施例１において説明したように、それぞれ１．０ｎｍ、２
．０ｎｍとすることができる。
【０１４５】
　細孔内のイオン拡散については後ほど実施例１と同様にＭＤシミュレーションによる検
証結果を示す。
【０１４６】
　以上の考察に基づいて、本実施例におけるリチウムイオンキャパシタのＤＣＲを低減す
るための方法を、次にように与えることができる。
【０１４７】
　第二の条件の場合、電解液に含まれるカチオンの溶媒和クラスタとアニオンおよび溶媒
のファンデルワールス分子直径をそれぞれＬｃ、Ｌａ、Ｌｓとする。カチオン、アニオン
、溶媒のファンデルワールス分子の最大幅をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、
Ｌｍａｘ（ｓ）とする。そしてＬｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（ａ）、Ｌ
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低減のためには、活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下であ
る細孔容積の総和が、所定量以上であればよい。
【０１４８】
　つまり、本実施例におけるリチウムイオンキャパシタのＤＣＲを低減するためには、上
記のように定められたＷ１およびＷ２が、活性炭のＭＰ法により得られるスリット幅が、
１．０ｎｍ≦Ｗ１＜Ｗ２≦２．０ｎｍを満たし、Ｗ１以上かつＷ２以下である細孔容積の
総和が、所定量以上であればよい。
【０１４９】
　実施例１と同様に本実施例に用いられる活性炭は、主に直径が２．０ｎｍ以下のミクロ
孔と呼ばれる細孔が三次元的に非常に発達している。そのため、大きな表面積を持つ。実
施例１で示したように、活性炭の細孔のスリット幅の分布は、スリット幅が２．０ｎｍを
超える細孔はほとんどＤＣＲに寄与しない。そのため、ＤＣＲを低減するためには、スリ
ット幅が２．０ｎｍ以下である細孔のうち、イオン拡散を阻害しない細孔が多いほどよい
。具体的には前記のようにスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、
１５パーセント以上であればよい。この比率に上限はなく、後述のように１００％であっ
てもよい。
【０１５０】
　以下に、本実施例におけるリチウムイオンキャパシタについて、電解液１０に対して上
記の方法を適用して求めた活性炭の細孔分布の最適化条件と、ＭＤシミュレーションによ
る検証結果と、ＤＣＲの測定結果について、詳しく説明することにする。
【０１５１】
　先ず、本実施例における活性炭の細孔分布の最適化条件について説明する。
【０１５２】
　本実施例におけるリチウムイオンキャパシタでは、カチオンとして（Ｌｉ+）を用いる
。そしてアニオンとしてテトラフルオロフォスフェート（ＰＦ6

-）を用いる。溶媒として
エチレンカーボネート（ＥＣ）、ジメチルカーボネート（ＤＭＣ）のモル比が一対一の混
合溶媒を用いる。
【０１５３】
　（表５）は、Ｌｉ+溶媒和クラスタ（Ｌｉ+（ＥＣ）4、Ｌｉ+（ＥＣ）3（ＤＭＣ）1、Ｌ
ｉ+（ＥＣ）2（ＤＭＣ）2、Ｌｉ+（ＥＣ）1（ＤＭＣ）3、Ｌｉ+（ＤＭＣ）4）、ＰＦ6

-、
ＥＣ、ＤＭＣそれぞれの、各種パラメータを示している。具体的には、ファンデルワール
ス体積（Ｖｖｄｗ）、ファンデルワールス半径（Ｒｖｄｗ）、ファンデルワールス分子の
最大幅（Ｄｍａｘ）を示している。但し、Ｖｖｄｗの算出方法は、実施例１と同様に、イ
オン及び分子の、第一原理分子軌道計算（ＨＦ／６－３１Ｇ（ｄ））によって求めた安定
構造に基づき算出する。
【０１５４】
　なお、第一原理分子軌道計算の条件および各原子のＲｖｄｗも実施例１と同様のものを
用いる。
【０１５５】
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【表５】

【０１５６】
　（表５）の溶媒和リチウムとアニオンおよび溶媒のファンデルワールス分子直径（Ｒｖ
ｄｗ×２）をそれぞれＬｃ、Ｌａ、Ｌｓとする。そして溶媒和リチウムとアニオンおよび
溶媒のファンデルワールス分子の最大幅（Ｄｍａｘ）をそれぞれＬｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａ
ｘ（ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）とする。またＬｃ、Ｌａ、Ｌｓ、Ｌｍａｘ（ｃ）、Ｌｍａｘ（
ａ）、Ｌｍａｘ（ｓ）の最大値をＷ１とする。但し、溶媒和リチウムは四種類存在するの
で、ＬｃとＬｍａｘ（ｃ）はそれぞれに対するＬｃ（Ｌｉ+（ＥＣ）4）、Ｌｃ（Ｌｉ+（
ＥＣ）3（ＤＭＣ）1）、Ｌｃ（Ｌｉ+（ＥＣ）2（ＤＭＣ）2）、Ｌｃ（Ｌｉ+（ＥＣ）1（
ＤＭＣ）3）、Ｌｃ（Ｌｉ+（ＤＭＣ）4）、Ｌｍａｘ（ｃ）（Ｌｉ+（ＥＣ）4）、Ｌｍａ
ｘ（ｃ）（Ｌｉ+（ＥＣ）3（ＤＭＣ）1）、Ｌｍａｘ（ｃ）（Ｌｉ+（ＥＣ）2（ＤＭＣ）2

）、Ｌｍａｘ（ｃ）（Ｌｉ+（ＥＣ）1（ＤＭＣ）3）、Ｌｍａｘ（ｃ）（Ｌｉ+（ＤＭＣ）

4）、を考え、また、溶媒はＥＣとＤＭＣの二種類存在するので、ＬｓとＬｍａｘ（ｓ）
はそれぞれに対する値Ｌｓ（ＥＣ）、Ｌｓ（ＤＭＣ）、Ｌｍａｘ（ｓ）（ＥＣ）、Ｌｍａ
ｘ（ｓ）（ＤＭＣ）を考えて、その全ての値に対して上記の方法でＷ１を決める。
【０１５７】
　その結果、Ｗ１はＬｉ+（ＥＣ）4のＬｍａｘ（ｃ）になり、Ｗ１＝Ｌｍａｘ（ｃ）（Ｌ
ｉ+（ＥＣ）4）＝１３．１９Å≒１．３ｎｍとなる。但し、四種類の溶媒和リチウムの内
、Ｌｉ+（ＥＣ）4以外はＬｍａｘ（ｃ）に大きな差はなく、いずれの値を参照しても１．
３ｎｍという値を導き出せる。
【０１５８】
　したがって、本実施例では、ＭＰ法により得られるスリット幅が１．３ｎｍ以上である
細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント
以上であれば良い。この条件を満たす細孔分布を有する活性炭を用いることによってＤＣ
Ｒを低減することができる。
【０１５９】
　（シミュレーションによる検証２）
　次に、ＭＤシミュレーションを用いて、本実施例のリチウムイオンキャパシタに用いる
活性炭のスリット細孔内のイオン伝導度の解析方法と、その結果について説明する。
【０１６０】
　このシミュレーションでは、以下の条件を適用する。ユニットセル内に、Ｌｉ+２０個
、ＰＦ6

-２０個、ＥＣ１０８個、ＤＭＣ１０８個の合計２５６個の粒子を、２枚の平行な
スリット壁の間に内包させる。そして、周期境界条件の下、そのスリット壁と平行な方向
へのイオン拡散を解析する。その具体的方法については実施例１と同様のものを用いる。
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【０１６１】
　（表６）に上記ＭＤシミュレーションに基づく伝導度の解析結果を示す。図７は、（表
６）に示された各電解液材料のＴＤ－ＣＭＳＤと、Ｌ１の逆数である１／Ｌ１との関係を
示した図である。ここで、Λ（Ｔｏｔａｌ）は（式１）の右辺の時間微分を意味する。ま
た、Λ（Ｌｉ+）とΛ（ＰＦ6

-）は、（式２）の右辺の和のうち、Ｌｉ+とＰＦ6
-それぞれ

に属するｉ＝ｊを満たす項の和の時間微分を意味し、Ｌｉ+とＰＦ6
-それぞれの（式２）

の右辺の時間微分と同一である。これらのΛを、実施例１と同様にＴＤ－ＣＭＳＤと呼ぶ
ことにする。ＴＤ－ＣＭＳＤは本実施例においても伝導度λに比例するため、伝導度の大
小を比較する際の評価指標となる。
【０１６２】
【表６】

【０１６３】
　（表６）において、スリット幅Ｌ１、Ｌ２の定義は、実施例１と同様であり、Ｌ２はＭ
Ｐ法による細孔分布測定で求まるスリット幅に相当する。図７に１／Ｌ１に対するＴＤ－
ＣＭＳＤの変化をプロットし、各プロットに対応するＬ２の値を図中に示している。
【０１６４】
　上記Λ（Ｌｉ+）とΛ（ＰＦ6

-）はイオンの拡散係数であり、希薄電解液中ではΛ（Ｌ
ｉ+）とΛ（ＰＦ6

-）の和が電解液のイオン伝導度に影響する。しかし、一定濃度以上に
なると、イオン間相互作用が強くなるため、Λ（Ｔｏｔａｌ）を考慮する必要がある。（
表６）と図７の結果では、Λ（Ｔｏｔａｌ）はΛ（Ｌｉ+）とΛ（ＰＦ6

-）の和よりも小
さい。これはイオン間相互作用によって、例えばカチオン－アニオンの会合体が形成され
ることなどにより、電解液のイオン伝導度が小さくなることを意味している。
【０１６５】
　更に、（表６）と図７の結果によると、スリット幅がＬ１＝２．０ｎｍ（Ｌ２＝１．６
２ｎｍ）付近でΛ（Ｔｏｔａｌ）が極大を持ち、伝導度が最大になることが分かる。
【０１６６】
　また、スリット幅が、Ｌ１＝２．０ｎｍ（Ｌ２＝１．６２ｎｍ）より小さい領域におい
ては、スリット幅の減少に伴うΛ（Ｌｉ+）とΛ（ＰＦ6

-）の減少に比べて、Λ（Ｔｏｔ
ａｌ）の減少の方が顕著であり、Ｌｉ+とＰＦ6

-の拡散係数の減少の程度以上に、伝導度
が減少することを示している。これは、イオンの運動を見た場合、二つの同種イオン（zi
 = zj ）の変位が逆向き（[Ri(t)－Ri(0)][Rj(t)－Rj(0)] ＜０）である場合や、二つの
異種イオン（zi = -zj ）の変化が同じ向き（[Ri(t)－Ri(0)][Rj(t)－Rj(0)] ＞０）であ
る場合が増加することにより、（式１）の右辺のｉとｊに関する和のうち、ｉ≠ｊに関す
る和からの負の寄与が大きくなることを意味している。この時、異種イオンの運動をみた
場合、カチオンとアニオンが会合体を形成し、一つになって運動する場合が増加すること
、言い換えれば、電解液の電離度が低下することを意味している。
【０１６７】
　（表６）と図７より、スリット細孔内のイオン伝導度は、ＭＰ法により得られるスリッ
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ト幅Ｌ２が１．３ｎｍから２．０ｎｍの間、及びその近傍で極大をとることが分かる。
【０１６８】
　このように、イオン伝導度はスリット幅の関数として極大値を取る。Ｌｉ+ＰＦ6

-／（
ＥＣ＋ＤＭＣ）において、その極大はスリット幅が１．３ｎｍから２．０ｎｍの間、及び
その近傍領域にある。このスリット幅の下限と上限は、電解液の構成イオンと溶媒分子の
構造と大きさから決まる値（Ｗ１）に一致する。
【０１６９】
　これらのことをより明確にするため、以下にＬｉ+の溶媒和構造について考察する。
【０１７０】
　図８は本実施例におけるリチウムイオンの溶媒和構造を示したイメージ図である。
【０１７１】
　図９（ａ）はＬｉ+の配位子の種類と活性炭のスリット幅Ｌ１が３．０ｎｍ（Ｌ２＝２
．６２ｎｍ）のときに対するＬｉ+を中心としたある距離内に存在するＰＦ6

-のフッ素、
ＥＣのオキソ基の酸素、ＤＭＣのオキソ基の酸素の総数の平均値との関係を示した図であ
り、（ｂ）は同Ｌ１が２．０ｎｍ（Ｌ２＝１．６２ｎｍ）のとき、（ｃ）は同Ｌ１が１．
５ｎｍ（Ｌ２＝１．１２ｎｍ）のとき、（ｄ）は同Ｌ１が１．０ｎｍ（Ｌ２＝０．６２ｎ
ｍ）のときを示している。
【０１７２】
　図９（ａ）～（ｂ）の各スリット細孔内においては、図８のようにＬｉ+を中心とした
半径２．０Åから２．８Åの球内には、ＥＣとＤＭＣが略二個ずつ存在し、ＰＦ6

-はほと
んど存在しないことが分かる。
【０１７３】
　ところが、図９（ｃ）のスリット細孔内においては、ＥＣ，ＤＭＣの分布は、それより
大きなスリット細孔内と比べて大きな違いは見られないが、ＰＦ6

-の分布は異なっており
、ＰＦ6

-がＬｉ+に接近し、２．０Åあたりから存在できるようになる。これは、溶媒和
リチウムの構造が歪み、ＰＦ6

-が溶媒分子の間に割って入ることを示している。更に、図
９（ｄ）のスリット細孔内においては、それより大きなスリット細孔内でＬｉ+に配位し
ていたＤＭＣが一つ脱離し、Ｌｉ+の近傍には、ＥＣが二個、ＤＭＣが一個、ＰＦ6

-が一
個存在していることを示している。　こうして、図９（ｃ）および（ｄ）では、Ｌｉ+は
ＰＦ6

-と会合体を形成し、電離度が低下し、伝導度が減少することがわかる。
【０１７４】
　以上のことから、スリット幅が大きい場合は、リチウムイオンは溶媒和リチウムとして
存在するが、スリット幅がある閾値以下になると、溶媒和リチウムは安定構造のままスリ
ット内に内包されにくくなり、構造が歪む。その結果、溶媒和リチウムの構造はエネルギ
ー的に不安定になり、脱溶媒和や、溶媒分子とＰＦ6

-の置換が起きる。この閾値は、Ｌ１
＝２．０ｎｍ（Ｌ２＝１．６２ｎｍ）とＬ１＝１．５ｎｍ（Ｌ２＝１．１２ｎｍ）の間に
存在する。
【０１７５】
　また、この閾値は、溶媒和リチウムの大きさによって決まり、溶媒和リチウムのファン
デルワールス直径（Ｌｃ）及びファンデルワールス最大幅（Ｌｍａｘ（ｃ））のうち、よ
り大きな値によって表されると考えられる。（表５）によると、Ｌｉ+（ＥＣ）4のＬｍａ
ｘ（ｃ）が最大であるから、Ｌｍａｘ（ｃ）（Ｌｉ+（ＥＣ）4）＝１３．１９Å≒１．３
ｎｍが上記の閾値を与える。但し、四種類の溶媒和リチウムの内、Ｌｉ+（ＥＣ）4以外は
Ｌｍａｘ（ｃ）に大きな差はなく、いずれの値を参照しても１．３ｎｍという値を導き出
せる。この閾値は、Ｌ２＝１．６２ｎｍと１．１２ｎｍの間にあり、溶媒和リチウムの構
造変化が起こるポイントと一致する。
【０１７６】
　以上のように、Ｌｉ+など溶媒分子と強く結合して溶媒和される傾向を持つカチオン或
いはアニオンは、溶媒和カチオン或いは溶媒和アニオンとして取り扱い、電解液を構成す
るイオンと溶媒分子の構造と大きさから決まる値（＝Ｗ１）を求めればよい。
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【０１７７】
　（性能評価試験２）
　次に、本実施例のＤＣＲの測定方法と結果について説明する。
【０１７８】
　本実施例のリチウムイオンキャパシタとして、Ｌｉ+ＰＦ6

-系電解液を用いた場合につ
いて、具体的な例を用いて本実施例による活性炭とそれを用いたリチウムイオンキャパシ
タについて説明する。
【０１７９】
　（表７）は、本実施例で用いた全ての活性炭のサンプルＹおよびサンプルＥ～Ｉの諸元
を示している。（表７）においてスリット幅が２．０ｎｍ以下の細孔容積すなわち全細孔
容積を細孔容積Ａ（ｍｌ／ｇ）とする。細孔容積が極大をとるスリット幅をピーク細孔直
径（ｎｍ）とする。スリット幅１．３～２．０ｎｍにおける細孔容積を細孔容積Ｄ（ｍｌ
／ｇ）とする。（表７）では、これらに加え、平均粒子径Ｄ５０（μｍ）、全表面積（ｍ
2／ｇ）を示している。
【０１８０】
【表７】

【０１８１】
　次に、正極１１、負極１２の作製方法を説明する。
【０１８２】
　正極１１については、まず、（表７）に記載の活性炭に、水溶性バインダーである市販
のカルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）とアセチレンブラックとを混合する。その際、
質量比で活性炭：ＣＭＣ：アセチレンブラック＝８：１：１とする。この混合物をペース
ト化する。調製されたこのペーストを、集電体１１ａとなるアルミニウム箔に塗布し、乾
燥してシート状の電極体を作製する。さらに、この電極体にプレス加工を施して電極層１
１ｂを形成する。プレス後の電極体を所定の寸法に切断し、端部の電極層を剥離して、集
電体１１ａにリード線５ａを接続して正極１１が完成する。
【０１８３】
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　負極１２については、まず、黒鉛系材料に水溶性バインダーである市販のカルボキシメ
チルセルロース（ＣＭＣ）を混合する。その際、質量比で炭素材料：ＣＭＣ＝９：１とす
る。この混合物をペースト化する。調製されたペーストを、集電体１２ａとなる銅箔に塗
布し、乾燥してシート状の電極体を作製する。さらに、この電極体にプレス加工を施して
電極層１２ｂを形成する。プレス後の電極体を所定の寸法に切断し、電極層１２ｂの上に
金属リチウム層を形成した後、電極層１２ｂの内部に金属リチウムを浸透させることによ
り、電極電位をＬｉ／Ｌｉ+ に対して０．１５～０．２５Ｖで安定させる。
【０１８４】
　この電極体の端部の電極層を剥離して、集電体にリード部５ｂを接続して負極１２が完
成する。
【０１８５】
　このようにして作製した正極１１と負極１２を用いて直径１８ｍｍ、高さ５０ｍｍのリ
チウムイオンキャパシタを組み立てる。その際、電解液１０として、Ｌｉ+とＰＦ6

-の塩
を、ＥＣとＤＭＣをモル比１対１で混合した溶媒に溶解した、濃度１Ｍの電解液を使用す
る。また、負極１１と負極１２のＤＣＲを分離測定するために参照極として金属リチウム
を前記リチウムイオンキャパシタ内に設置する。
【０１８６】
　本実施例のリチウムイオンキャパシタのＤＣＲを測定するために、以下の電気的評価を
行う。１．５Ａ、４．０Ｖ（正極電位）の定電流定電圧で充電した後、１．０Ａ定電流放
電におけるＤＣＲを測定する。このＤＣＲは、放電開始後の電圧降下から求める。
【０１８７】
　つまり、放電開始後０．５～２．０秒の間の各測定電圧から電圧勾配を導き出し、この
電圧勾配から放電開始時の電圧を求め、当該電圧と充電電圧（４．０Ｖ）との電圧差を求
める。この電圧差、放電電流、電極層の厚み、および電極層の面積からキャパシタの直流
抵抗率（Ω・ｍ）を算出する。
【０１８８】
　（表８）は、以上の方法で算出した２５℃における直流抵抗率（Ω・ｍ）と、サンプル
Ｙの直流抵抗率で規格化した値である抵抗指数の関係を示している。また、図１０は上記
サンプルＥ～Ｉ，Ｙにおける上記直流抵抗率と、細孔容積Ａに対するスリット幅が１．３
～２．０ｎｍの細孔容積Ｄの占有率Ｄ／Ａ（％）との関係を表す図である。
【０１８９】
【表８】

【０１９０】
　（表８）及び図１０によると、サンプルＥ～Ｉでは、細孔容積Ａに対する細孔容積Ｄの
割合がいずれも１５パーセント以上である一方、サンプルＹでは１５パーセント以下であ
る。これらの場合、サンプルＥ、サンプルＦ、サンプルＧ、サンプルＨおよびサンプルＩ
では、直流抵抗率がいずれも８．００（Ω・ｍ）以下であり、サンプルＹの１２．２８（
Ω・ｍ）と比べて小さくなっていることが分かる。これらの値は、２５℃における測定結
果であるが、－３０℃の低温においても同様に、細孔容積Ａに対する細孔容積Ｄの割合が
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いずれも１５パーセント以上のサンプルは、ＤＣＲが低減することが確かめられている。
【０１９１】
　このように、ＭＰ法により得られるスリット幅が前記１．３ｎｍ以上かつ２．０ｎｍ以
下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パ
ーセント以上である場合、電極の直流抵抗率を小さくすることができ、リチウムイオンキ
ャパシタの内部抵抗の低減に寄与する。
【０１９２】
　図１１は、本実施例における上記サンプルのＭＰ法によって得られるスリット幅の分布
と、イオン伝導度の解析の結果得られたＴＤ－ＣＭＳＤを比較した結果を示している。
【０１９３】
　図１１によると、いずれの活性炭サンプルのスリット幅の分布も、ＴＤ－ＣＭＳＤすな
わち伝導度の極大ポイントよりも小さい領域に偏って存在していることが、サンプルＥ～
Ｉは、サンプルＹと比べて、より大きなスリット幅を持つため、伝導度も高くなる傾向が
あることが理解できる。また、伝導度の向上のためには、１．３ｎｍから２．０ｎｍの範
囲により多くのスリット幅の分布を持つ活性炭が望ましいものと考えられる。
【０１９４】
　このスリット幅の最適範囲は、電解液の構成イオンと溶媒分子の構造と大きさから決ま
る値と一致する。その上限値は固定値としてＷ２＝２．０ｎｍと定めたが、スリット幅が
２．０ｎｍより大きくなると、スリット内におけるイオン伝導度は低下し、伝導度向上の
ためには不利であることが図１１から分かる。つまり、Ｗ２は活性炭ミクロ孔のスリット
幅分布の上限というだけでなく、イオン伝導度の向上のために必要とされる上限として重
用な意味を持っている。
【０１９５】
　以上の結果から、本実施例のリチウムイオンキャパシタにおいて、このスリット幅の上
限と下限の範囲に多くの細孔分布を持つ活性炭を使えば、ＤＣＲを低減することが可能で
あることが確認できた。この結果は、これまで理解することが困難であった、活性炭など
の多孔性炭素電極内における電解液中のイオンの挙動を支配する自然法則を、正しく活用
して導かれたものである。
【０１９６】
　なお、上記の説明では電解液としてＬｉ+ＰＦ5

-／（ＥＣ＋ＤＭＣ）を用いた場合を例
示している。具体的には示さないが、他の電解液を用いた場合でも活性炭のＭＰ法により
得られるスリット幅がＷ１以上かつＷ２以下である細孔容積の総和が、スリット幅が２．
０ｎｍ以下である細孔容積の総和の１５パーセント以上であることによって抵抗を低減で
きることを確認している。
【０１９７】
　以上で、リチウムイオンキャパシタに関する結果についての説明を終える。
【０１９８】
　なお、本発明は活性炭及びそれを電極に含む電気化学素子に関するものであるが、発明
の本質は、細孔内のイオン挙動に関する基本原理に基づいており、イオン伝導度の向上が
求められる局面においては、どの実施例の構成に限らず適用が可能である。すなわち、活
性炭は内部に無数の空孔を持つ多孔質材料の一例に過ぎず、他にも電解液を内包可能な空
孔を有する材料であれば活性炭でなくても良い。組成や製法によらず、多孔質材料であれ
ば、それらの細孔分布を本発明の条件を満たすように設計すれば、それらの細孔内部にお
ける電解液伝導度を向上することができる。また、電解液組成もここで示した例に限るも
のではない。
【０１９９】
　つまり、本発明は、電極と電解質溶液の固体液体界面におけるイオンの物理吸着及び化
学吸着とそれに関係する現象を利用した素子、すなわち電気化学素子であれば適用できる
。このような電気化学素子には、二次電池、キャパシタ、センサー、分子ふるい、触媒、
発光素子、光電池などが考えられ、何らかの必要性に応じて多孔質材料と電解液が用いら
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【産業上の利用可能性】
【０２００】
　本発明の電気化学素子用活性炭を用いた電気化学素子は、低い直流抵抗率を示し、大き
なパワー密度を有する。このような電気化学素子は、各種電子機器、電気・ハイブリッド
・燃料電池自動車などの自動車、その他産業機器などの電源デバイスとして利用できる。
これにより、機器の安定動作、省エネルギーなどに多大に寄与することができる。
【符号の説明】
【０２０１】
　１　素子
　２、１１　正極
　２ａ、３ａ、１１ａ、１２ａ　集電体
　２ｂ、３ｂ、１１ｂ、１２ｂ　電極層
　３、１２　負極
　４　セパレータ
　５ａ、５ｂ　リード部
　６　外装ケース
　７　封口部材
　８、１０　電解液

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図８】

【図９】

【図１０】 【図１１】
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